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2021.10 改訂版
セクター別スタンダード公開
ダブルマテリアリティの概念を公表

2016

GRIスタンダードに改訂

IIRC（2010～）
国際統合報告評議会

2013国際統合報告フレームワーク公表

2020.1 フレームワーク改訂公表
【ポイント①】企業のガバナンス責任者による表明
【ポイント②】企業による事業活動により生み出されるアウトプットとアウトカムの定義

A4S（2004～）
英国皇太子の持続可能な会計

プロジェクト

2021.11
COP26に意見

年金基金委員長に対して12ヶ月以内にネット・ゼロの目標を設定す
る声明への署名を取りまとめた。この署名には、COP26に向けて年
金基金議長の意見の影響力を増幅させる目的がある。

共同設立

国際開示基準のトレンドを追う

SASB（2011～）
サステナビリティ 会計基準審議会
SASBスタンダード（2018）

サステナビリティ開示のガイドライン策定

IFRS財団（2001～）
傘下の会計基準設定主体であ
るIASBを通じ、公益のために高
品質で単一のIFRSを開発する
責任を負っている。

IFRS財団
（1973～）
国際会計基準委
員会（IASC） ISSB設立

（2021.11～）
国際サステナビリティ

基準審議会

合併

2022.6までに
統合

CDP（2000～）
企業の気候変動関連情報
を集積し、それらを市場に提

供している組織

2023.1～
対応が必要

CDSB（2007～）
2007年1月の世界経済フォーラム
（WEF）の年次総会で設立

企業の気候変動情報開示の標準化を目
指して世界的なフレームワークを構築し、有
価証券報告書などにおける気候変動情報

の開示を進めている。

※CDSBは以下の8団体のパートナーシップ
で構成。 CERES、CDP、The Climate 
Group、TCR、IETA、WBCSD、WEF
（世界経済フォーラム）、WRI

参加

2022.6までに統合

設立

TRWG （2019.10～）
Technical Readiness Working Group

ISSBの設立に向けて、IFRS財団の評議員会は、投資家のニーズを満たすこ
とに焦点を当てた持続可能性と統合報告基準設定の専門知識を持つ主要

組織の技術準備ワーキンググループを設立

CDSB、TCFD、IASB、VRF、WEFの代表者で構成

成果を
提言

TCFD（2015～)
最終提言「気候変動リスク・機会開示のガイドライン」策定

（2017）
各国の中央銀行・金融当局や国際機関が参加する金融安定理事会(FSB)が
2015年に設立。投資家などに投融資の対象企業の財務が気候変動から受ける

影響の考慮を求めたり、企業に情報開示を促したりする

参加

参加

参加

参加

経済/財務を軸にした団体 環境/社会を軸にした団体

日本国内の動き

2017.5
経済産業省

価値協創ガイダンス公表

2014.2
日本版

スチュワードシップ・
コード制定

機関投資家を「物言う株主」に
変えて投資先企業の経営監
視機能を強化

2014.6
会社改正法成立

2015.4
会社改正法施行

監査役委員会設置会社
制度の創設

（社外取締役の活用等）

世界の動き

2015.9
国連SDGs
採択

2016.5
全閣僚を構成員とする
SDGs推進本部を設置

2020.1
SDGs達成のための「行動の10年
（Decade of Action)」が

スタート

2021.6
日本版コーポレート
ガバナンス・コード改定

●独立社外取締役を３分の１
以上選任
●管理職における多様性の確保
（女性・外国人・中途採用者の
登用）についての考え方と測定
可能な自主目標の設定
●TCFD 又はそれと同等の国際
的枠組みに基づく気候変動開示
の質と量を充実

2015.6
GPIFがPRIに署名

＊GPIF：厚生年金保険事業及び国民年金事業の安
定に資することを目的としている組織
＊PRI:国際連合が2005年に公表した責任投資原則
（Principles for Responsible Investment）。

COP26（2021.11)
第26回国連気候変動枠組

条約締約国会議

COP21 パリ協定(2015)
温室効果ガス削減推進

気温上昇を産業革命前から
2℃未満に抑える目標とした。

COP3（1997）
京都議定書

世界で初めて取り決めた国際協定、
温室効果ガス削減義務

2015.3

英国現代奴隷法
制定

IPCC （1988～）
気候変動に関する政府間パネル

国連環境計画(UNEP)と世界気象機関
(WMO)が共同で設立

気候変動に関する国際連合枠組条約(UNFCCC) 
(1992.6)

国連気候変動枠組（温暖化防止）条約
国連環境開発会議（地球サミット/UNCED）において、署名
のために開放された地球温暖化問題に関する国際的枠組を設
定した環境条約であり、1994年3月21日に発効。

IPCC「第6次評価報告書」公表（20年以内に気温上昇が1.5度に達すると予測）

国連環境計画(UNEP)は2021年10月、今世紀末までに世界の平均気温は2.7度上昇する
という見通しを発表。世界の研究者による組織「クライメート・アクション・トラッカー」(CAT)は
各国の2030年時点の目標では、今世紀末の気温上昇は2.4度になりそうだと発表。

IEA(国際エネルギー機関)の脱炭素へ
脱炭素対策の実効性が問われる中、2021年11月の
COP26に向けて公表。2030年新車販売に占める電動車
の比率を6割に。2040年石炭・石油火力発電を廃止世界
全体の電力部門の排出を実質ゼロに

PRI発表 ESG投資が飛躍的に拡大
（2020年は103.4兆ドル）

COP26での
日本・岸田文雄首相

●30年度までに13年度比で46%
削減を目指し50%削減の高みに向
け努力する」
●アジアなどの脱炭素を巡る技術革
新に新たに5年間で最大100億ドル
（約1兆1400億円）を追加支援
する
→一方2030年度は石炭火力に2
割(19%)依存するため、環境NGO
のCANが地球温暖化対策に後ろ向
きな国に贈る「化石賞」に日本を選
ぶ（2回）

やや独立した立ち位置で、
影響力が弱くなっている？
と、おもっていた矢先についに

2022.3．24協力を発表

経済、環境面
それぞれの観点を集約。
今後の開示のスタンダードへ

米
VRF（2021.6～）

Value Reporting Foundation

GRI（1997～）
サステナビリティレポートのガイドライン策定

英

1997 2000 2005 2010 2015 2021 2022 2023

＊PRI:国際連合が2005年に
公表した責任投資原則
（Principles for 
Responsible investment）

2015～2017年、
国内も集中して
グローバル基準に
追いつこうとしている

すでに具体的な取り組みが
必要な段階で、
マークを貼っているだけの企業は
批判される恐れがある

世界レベルの投資機関であるGPIFが、
投資を通じて環境問題や社会問題、企業統治
について責任を全うする際に必要な
PRIの6つの原則に賛同・署名したことで、
投資対象の企業への要望が高まる。

TNFD（2021～)
自然関連財務情報開示タスクフォース

脱炭素のために生物多様性を確保

欧米はすでに
次のステップに進んでいる

具体的なシナリオ分析、
取り組みが必須となる

COP26 合意文書のポイント
「グラスゴー気候合意」 (2021.11.13）

①排出削減目標積み上げ：
2022年末までに2030年の排出削減目標を各国が再検討

②共通目標としての1.5度目標
③石炭火力発電「段階的削減」：
排出削減対策の取られていない石炭火力の段階的削減へ努
力を加速する。「段階的廃止(フェーズアウト)」から「段階的削
減(フェーズダウン)」に表現変更して合意

④国際排出枠取引ルール：
2013年に国連に届け出た排出枠を2030年の削減目標に算
入可能に。

⑤途上国への資金支援の拡充：
先進国による年1000億ドル目標の速やかな達成を求め、大
幅に増やす必要性も言及。

「MAPA」Most Affected People and Areas
最も影響を受ける人々と地域のことを考えよう

米

2010
MDGs国連首脳会

合
（MDGsサミット）

人間活動による温暖化は
「疑う余地がない」
2040年までに
1.5℃上昇してしまう見込み
↓
2030年を必須目標として
コミットする！！

PRIはじめ金融が注目しているテーマ
気候変動＋人権

2030年までにSDGsを達成する
に、2020年1月、SDGs達成の
ための「行動の10年（Decade
of Action)がスタート。

SDGsは、「行動の10年」へ
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